日本企業におけるテレワーク導入の課題 : 人的資源の観点から by Problems Regarding the Introduction of Telework in Japanese Enterprises : From a Point of View of Human Resource岡本,英嗣
283 
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岡本英嗣
1.はじめに
我が園の企業にコンビュータが導入されるようになったのは1960年の噴
である。当初のコンピュータは大型で高価な割りに，その性能は低いもの
であったが，やがてハード・ソフト両面技術の画期的な向上により，小型
で高性能のパーソナルコンビュータが登場し，コンピュータのイメージを
一変させた。その結果，もはやコンビュータは企業の特定な場所(電子計
算機室)における，特定な人々 (SE)の独占物ではなく，他の部門の一
般の従業員(エンド・ユーザ)にも割合簡単に利用されるようになった。
これがエンド・ユーザ・コンビューティング (End-UserComputing; 
EUcjl)の始まりである。このような環境の中で企業内のネットワーク化
は急速に進み，社会の共通基盤(インフラ)である情報通信の発達によっ
て他の企業へと急激に拡大されると共に，世界的な広がりをもったイン
ターネットへと発展するに至った。同時に，一般家庭へのパソコンの普及
によって，世界の角々から情報を収集したり，コミュニケーションをかわ
すことが可能となった。
本稿で考察するテレワーク(凶eworkf)は，アメリカで生まれたコン
セプトであって，このようなコンビュータを中心とした情報通信の発達に
よって，今までとは違って企業で働く従業員の勤務形態に著しい変化をも
たらすことになり，注目され始めた。そもそもアメリカでテレワークとい
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う言葉が使われだしたのは1970年代で、あり， 80年代になると人材管理戦略
の一環として位置付けられ，テレワークによる弾力的な勤務形態が高度な
能力をもっ女性の離職をくい止めるのに効果があると考えられた。さらに
80年代後半以降には，環境問題が世界的に高まり，テレワークによる環境
への負荷の低減効果が注目され，米国では州や自治体レベルで，こうした
観点からの立法措置が行われるようになっ己:90年代に入札 80年代末の
世界的な経済不振を乗り切るための経営戦略との関わりの中で，仕事その
ものの変化への対応策として，テレワークが急速に注目されはじめた。
これに対して我が国ではテレワークが試験的に導入され始めたのが，
1980年代に入ってからである。本稿では，我が国におけるテレワーク導入
の事例を検討することによって，将来，これを成功させるためにはどのよ
うな問題点があり，それを解決するためには如何なる方策があるのかを企
業システムの中心をなす人的資源の観点から考察するものである。
2.情報技術の発達とテレワークの沿革
2-1.アメリカのテレワークの沿革
テレワークとはパソコンやインターネットなどの情報通信を利用して，
在宅やサテライトオフィス (satelliteoffice)で仕事をすることを指して
おり，一般に情報通信を活用した遠隔型勤務形態をL、う。
未来学者アルビン・トフラー(A1vinToff1er)は彼の著『第3の波』に
おいて，エレクトロニックコテッジを提唱した。その中で彼は「かなりの
量の仕事を，すでに家庭で行なっている人がし、る。たとえば，セールス関
係者のように，電話の対応や個別訪問がほとんどで，たまにしかオフィス
に立ち寄らない人，建築家やデザ、イナー，最近とみにふえている各種業界
のコンサルタント，患者の社会復帰を助ける大勢の治療専門家や心理学者
のように，他人と会うのが仕事である人びと，音楽教師，語学教師，美術
商，投資カウンセラー，保険外交員，弁護士，学術研究者，そのほか専門
的，知的業務に従事する多数のホワイトカラーであるJ1lと述べている。
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彼の予測の通り80年代後半にアメリカを中心にテレコミューティング(ヘ
ッドオフィスに出勤する代わりに，定期的あるいは不定期的に自宅やサテ
ライトオフィス等に勤務すること)が急速に普及した。
アメリカにおいて，サテライトオフィスのような分散型オフィスが普及
したのは，まず個々人の業務分担が極めて明確で，一八で仕事が行い易い
ことにある。その評価も成果主義が中心であるために，上司との距離如何
は大して大きな影響を与えない。これらはやはり「職場」とL、う特定の場
所から離れて「仕事」が行い易いことを示している。また公共施設や本社
の余剰スペースを有効に活用して，他企業にサテライトオフィスとして開
放している場合が多い。その設備も電話，パソコン，ファクシミリなどと
いった，ありふれたものである。また在宅勤務を行う住宅事情も日本とは
比較にならないほど恵まれている。例えば，日本では全国平均であるが
1994年度の分譲住宅の床面積は89.2平方メートルである九これに比べて
1994年のニューヨーク・ノーザンニュージャージ・ロングアイランドでの
新築一戸建服売住宅の平均床面積は2，450平方フィート(約227.60ni')で
ある3)。更に80年代に在宅勤務が普及すると共に，近年テレワークセンター
(サテライトオフィス)が行政指導で設置されるようになった。このよう
に行政が積極的に大気汚染や交通渋滞の緩和等に取り組み，テレワークセ
ンターの設置を行うことによって，分散型オフィスの公共性，妥当性が社
会一般から認められると，民間企業の取り組みも当然，活発となる:
因に1995年現在，アメリカのテレワーク人口は1，123万人である九これ
に比して日本では94.7万人(推定)に過ぎず，アメリカにくらべて著しい
遅れをとっているのが現状である九
2-2. 日本のテレワークの沿革
我が国では1984年に NECによる吉祥寺(東京都武蔵野市)サテライト
オフィスの実験が最初である。更に1988年12月に三菱マテリアルが大宮(埼
玉県大宮市)サテライトオフィスを開設した。同年に5月に志木(埼玉県
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志木市)サテライトオフィスの実験が始まった。これは二期に分けられ，
これに参加した企業は7社である(鹿島建設，富士ゼロックス，住友信託，
内田洋行，リクルート， NTT，住信基礎研究所)。特に通産省によって1990
年に「通産省・分散型オフィス推進委員会」が設置され注目される。翌年
の1991年に任意団体として「日本サテライトオフィス協会」が設立され，
2年後には社団法人となった。また同年にNTTがサテライトオフィスを
千葉県船橋市，埼玉県上尾市，神奈川県鎌倉市に開設した。 1993年には富
士ゼロックスが新百合ケ丘サテライトオフィスを開設した。特に1994年に
は)1崎市で日本障害者雇用促進協会が障害者用サテライトオフィスの実験
を開始した。そして1996年2月に郵政省と労働省が民間企業と強調して「テ
レワーク推進会議」を開催し，国(公共機関)による本格的な支援体制が
確立した。
3.テレワーク導入のメリット
3-1.テレワーク導入の社会的メリット
テレワークはその形態によって①自宅で仕事をする在宅勤務，①自宅近
くのオフィスに勤めるサテライトオフィス勤務，①自宅から直接取引先に
向い，また取引先から自宅に帰る直行直帰勤務，①携帯端末によって移動
しながら仕事をするモバイルワーク (mobilework;携帯端末の活用)，
①中小事業者や個人事業者として企業に属しないで，パソコンやインター
ネットの活用によって自宅をオフィスにして仕事をする SOH06)(Sma1 
Office and Home Office)などに分類できる7L
一般的に，このようなテレワークを導入することによって，社会全体に
とって次のようなメリットが考えられる。
(1 ) 通勤時間の短縮による疲労の軽減
図一 2のごとく平成2年における東京都心の3区(千代田区・中央区・
港区)への通勤者204.3万人についてみると，通勤時間60分以上の勤労者
は134万人に昇り，その比率は66%に達してL、る。昭和60年から平成2年
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までの通勤時間帯での増加数を見ると，時間帯別では60分~74分が最も多
と増加者の大く9.2万人 (40%)を占め， 60分以上では22.2万人 (97%)
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部分を占めている九これを往復するためのサラリーマンの費やす時間と
エネルギーは膨大なものである。このような情況の下にテレワークを導入
することによって，通勤時聞を短縮できれば労働能率を著しく向上させる
ことが出来る。
(2) 育児・介護の必要がある労働者，障害者，高齢者等の雇用機会の拡
大
育児・介護の必要ある労働者とは大抵は女性が大部分を占めるわけであ
るが，テレワークの導入により，女性の労働力を活用する機会が更に拡大
されることになる。また通勤に困難を伴う障害者や高齢者にとってテレ
ワークはこれらの人々に多くの雇用機会を拡大することになり，潜在的な
人的資源の活用という観点から考えて極めて注目すべきシステムであぷ
(3) 企業における生産性の向上
これは前述した通勤時間のロスを軽減することによってもたらされる労
働能率の向上によって生産性が向上するとL寸事実で，既にアメリカで確
認されており，日本でも事例によって明らかにされている。その一例とし
て， IBM ではセールスマンたちの在宅勤務，モパイルワーク，オフィス
ホテル(予約制のサテライトオフィス)の活用によりオフィス維持費が年
間12億円節約出来た九
(4 )環境にやさしい社会の実現(エネルギー消費の削減)
通勤自動車から輩出される二酸化炭素 (C02)量は膨大なものである。
これをテレワークの導入によって少しでも緩和できるとすれば，大気汚染，
特に地球の温暖化を阻止することに大いに役立つことになる。
(5 ) 災害時の危機管理として
テレワークは災害時におけるリスクの分散に役立つ。即ち，その第ーは
災害により物理的に困難となった交通・通信などの代替手段となることで
ある。 1989年のサンフランシスコ地震，更に1994年のロサンゼルス・ノー
スリッジ地震ではフリーウェイ (freeway)や地下鉄などの公共機関が破
壊され，通勤に大きな支障をきたした。そこで通勤量を減らす方策として，
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テレコミューター(企業に勤めながら正規の勤務時間帯に自宅で働く人)
が増加した。これを機会に在宅勤務とサテライトオフィスが設置活用され，
効率的な企業活動が行われるようになった。その第二は，都心に集中して
いる情報システムなどの中枢機能のリスクの分散である。この両震災によ
り，災害時のリスク分散の重要性が認識され，連邦政府もテレコミューテ
ィングセンターの即時運用を開始している。分散勤務によるリスク対策，
特に地震等の多発地帯に大都市があり，諸機能が集中している場合には，
それら機能の分散とパックアップが必要で，それに連動して通勤の分散化
が進められているIOL日本においても1995年 1月の阪神・淡路大震災の教
訓を顧みる時，企業の危機管理として同じような問題解決が急がれる。
3-2.企業にとってのメリット
以上，一般的な社会的メリットを追究してきたが，次に企業の生産性向
上に絞ってみると次のようにまとめる事が出来るlIL
(1) コスト削減による収益の向上
テレワークの導入による通勤距離・時間の節約により，これに係るコス
トは勿論，通勤者のエネルギーを著しく軽減することが可能である。
(2 ) 知的資産の向上
ヒト・モノ・カネ・情報といった経営資源のうち，特に情報通信を媒介
としたヒトの有効な活用によって，知的資産を増やすことが出来る。テレ
ワークはサテライトオフィス等において仕事をするとき煩わしさがなく創
造的職務に適しており，コストや価値概念では把握しにくいものである。
この事実は後の事例によって明らかにされよう。
(3 ) 迅速な意思決定による顧客満足度の向上
テレワークの導入にり，通勤時間の節約などによって時間の節減をはか
り，同時に電子メールやグ、ループウェアによって裏議や会議のための余分
な移動が節約され，決済機能が迅速となる。つまり企業の意思決定が速ま
り，市場動向に対してQR(クイックリスポンス)が可能となり，顧客満
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図-3 テレワーク導入前と導入後のオフィス
在宅勤務やサテライトオフィス勤務などの「テレワークJは通勤負担を軽減するだけでを〈仕事的
しかたを改善Lます
.在宅勤務なら育児や介謹とも両立できる .駐車LOK.車生.i!t湯のサテライトオフィスな
句.通勤・ラァンユかり解肱.
(出典)テレワー ク推進会議事務局:rテレワー クの普及に向けてJ
『郵政省広報誌J(株)斑済堂出版 1996年12月号， 19頁。
足度を高めることができる。
(4) 雇用機会の拡大
テレワークは「距離と時間の制約の克服J，I自律的でゆとりのある働き
方の実現」とL、う命題に対する解答ともいえる勤務形態である12L労働者
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にとっては時間的なゆとりのある生活や育児・介護と両立しやすい自由度
の高い働き方へのニーズが高まるとともに，高齢者・障害者がワープロや
パソコン等を使って仕事を行うことが出来，健常者と閉じように能力を発
揮することが可能となる。
以上のようにテレワークの企業にとってのメリットとして四つを挙げた
が，これらに共通しているのは経営資源のうち，人的資源を如何にうまく
配分し，それを活用することが出来るかとL、う問題に関連しているという
ことである。このことを幾つかの事例によって明らかにしていこう。
4.テレワーク導入の事例
4-1.アメリカでのテレワーク導入の事例
まず，アメリカでの企業におけるテレワークの導入事例を幾つか挙げて
みる。
(1) AT & T 
AT&Tらは通勤渋滞に伴う大気汚染の緩和という観点から1989年にテ
レワークが導入された。最初は「仕事を離れた個人の生活を認め，家族の
ケアにも関心をもとう」ということから始まり，現在では15万人いるマネー
ジャーの三分のーが週に 2~3 日のテレワークを実施している。テレワー
クに向いている業種としては営業，総務，研究部門などであるとしてい
る13L
(2) IBM 
IBMでは1991年から営業部門を対象にテレワークの試験的導入を開始
した。現在約2万人の職員がその対象となっている。職員にはパソコン，
携帯電話等が支給される。職員のオフィスを往復する時聞が節約で、きたこ
とで顧客訪問に当てる時聞がそれだけ多くなり，双方の満足が高まって実
績は向上したとしている14L
(3 ) ヒューレット・パッカード(通称H=P)
ヒューレット・パッカードでは，まず1990年にテレワークの試験的導入
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を図り，現在， 2，500人を越す社員が週に一度はテレワークを実施してい
る。現在のところ参加している社員はサービスエンジニア，セールスマン，
メンテナンスの社員等であるが，テクニカル・サポート・スタッフや設計
技師等もテレワークに切り換わりつつある。メリットとして「オフィス勤
務と比較して，通勤時聞がないことに加え，じゃまされずに集中できるた
め，仕事がはかどるJ15)としている。テレワークは一般に営業部門に適し
ていると考えがちであるが，研究職部門の職種にも適していることが明ら
表 l テレワーク導入企業のメリット(アメリカ)
実施企業 導入年月 導入部門・職種 テレワークのメリット
AT &T 1989年 営業，総務，研究職 テレワーカと管理職の
蜜のあるコミニュケー
ションの増加，通常の
オフィスより能率が高
上。
チエース・マンハッタ 1993年 入社 l年以上で仕事 通勤時間の短縮による
ン銀行 に精通し，自己管理 労働者の自由時間の増
の出来る社員。 大，優秀な人材の確保，
オフィススベイスの節
減。
IBM 1991年 営業部門 通勤時間の節減により
顧客との接触増大，仕
事を時間でなく成果で
とらえることが出来
る。
スリーコム 1993年 多種多様 通勤時間ゼロ，雑務か
らの解放により創造的
思考に集中出来る。
ヒューレット/{ツ 1990年 サービスエンジニ 通勤時間ゼロ，煩わし
カード ア，セー ルスマン，メ さが無く職務に集中出
ンテナンスの社員。 来る。
(注)郵政省 I米国企業におけるテレワークJIf'郵政省広報誌P&T~ 同慶済
堂出版1997年3月号. 18~19頁より作成。
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かにされ注目される。
以上の他に，チエース・マンハッタン銀行，スリーコムの事例も含めて，
そのメリットをまとめてみると表-1のようになる。
4-2.日本におけるテレワーク導入の事例
次に日本のテレワーク導入企業の事例を検討する。
(1 ) 富土ゼロックス(栂
同社は1988年5月から共同利用型サテライトオフィスの実験を開始し，
分散型の勤務形態を積極的に推進している。現在，完全テレワークのため
のサテライトオフィスが武蔵野をはじめ五ヶ所に，また主に立ち寄り型ス
ポットオフィスが12カ所稼働している。同社のサテライトオフィスの具体
的目的としては①ゆとりの確保，①業務の効率化，①知的生産性の向上を
あげている。サテライトオフィス勤務は通常のオフィス勤務と比較して思
考時聞を20%増大させ，それにより知的生産性の向上がみられたとの調査
結果が確認されている叫またグループウェアの導入により，テレワーク
の生産性を更に向上させている。例えば添付書類もデータ化する電子葉議
システムを導入することによって，今まで決済に平均14日要していたのが
2日に短縮でき，決済スピードが7倍になった17)。
また1，550名がテレワークを実施し，その実施者の約8割が通常の勤務
形態と比較して生産性の向上があったと報告している。また100名の正社
員を対象に完全テレワーク(全ての業務をテレワークで行う)を実施中で
ある。テレワークの導入により，年間6，000万円のコストメリットが実現
した18L
(2 ) アサヒビール供)
1996年3月に完成した社内のイントラネットをベースにしたモパイル
ワークを行っており，全営業担当者900人にモパイル端末機を一人一台配
備している。営業担当者は出先から ISDN，携帯端末を介して社内ネット
ワークにアクセスし，報告を送信だけでなく業務指示の受信，営業用デー
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タベースのダウンロードも外部から行っている。このような社内ネット
ワークを前提にしたモパイルワークが『顧客に近く，企業に近い，経営』
を実現し，市場動向のリアルタイムの把握及び顧客との対応時聞が多くな
った。これによって企業収益が増加した19)。
(3 ) 日本 IBM
1996年10月より，製造システム事業部の営業担当に当たる 7割の114名
を対象に携帯端末等の活用によるモパイルワークを導入した。その結果，
顧客との対話時聞が20%増加した20L
( 4) 富士製薬工業供)
1992年から在宅勤務を導入している。対象は営業部の正社員であり，そ
の営業範囲は首都圏が中心である。当社では人事管理は存在せず， 1方針
管理』を行っている。これは各自が個々に方針を出してもらい，その方針
に対して個人がどれだけ成果を達成できたかで評価する。各営業所では月
1回全員顔を合わせて，日ごろ不足しているコミュニケーションによって
疎外感を克服している。また社員は誰で、もコンビュータにアクセスし，会
社の情報を見る事ができ，情報の共有化が図られている21L
(5) ~樹内田洋行
志木サテライトオフィスの実験に参加した。対象社員は近郊に住んでい
る10人前後の社員である。テレワークを実施する場合の問題点として労災
の問題がある。例えば在宅勤務の場合，自宅で怪我をした時，労災が適用
できるかと言った問題がある。また勤務管理の問題と成積評価が一番難し
L 、。社員の中にはサテライトオフィスで働く場合，自己の存在が忘れられ
るのではないかと危倶ずる者もいる。在宅勤務の場合，コミニュケーショ
ンが不足し，相談相手もなく，孤独感に襲われることもある。このような
ことにならないように情報の共有化を図ることが，必要条件となる。また
業務の種類によってもテレワークに適しているものとそうでないものとが
ある。適している職種としてはスタッフ部門の企画，営業部門などであ
る2L
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(6 ) コクヨ同
テレワークとして現在導入している形態には，モバイル方式，在宅勤務，
サテライトオフィスがある。この内，在宅勤務はまだ実験の段階である。
いずれも直行直帰のシステムを取っている。サテライトオフィスでは千葉
県小岩にある独身寮を使っている。まずテレワークを成功させるためには
作業環境が良好であることが必要である。また社員の管理の問題，特に評
価の問題が難しい。自の前に部下がし、ないと評価が出来ないのではないか
と危倶する管理者もいるが，週に 1~ 2回程度なら特に問題はない。脹売
部門の場合でも『売上』のみに固執する成果主義だけで評価するのは問題
がある。むしろ企業全体の貢献はどうかと言った観点からの評価が必要で
ある。つまり他人への思いやり，家庭の問題も重要な要素となる。この点，
アメリカとは異なった点である。アメリカでは企業と従業員とは職務契約
で明確化しており，この場合は成果主義で評価することになる。
このようなシステムでは，とかくコミュニケーションが不足するので，
グループウェアによってコミュニケーションを充実させている。しかし反
面，職場にはこのようなシステムに嫌悪感を示す社員もL、る。それはOA
機器の取り扱いが不得手であるということから来る場合が多い。今までの
work styleを変えようとしない人達である。したがってリテラシーが問題
となる23L
以上がB米におけるテレワーク導入の事例である。この日米の事例で共
通しているメリットとして，①知的生産性の向上，①通勤時間の短縮によ
る自由時間の増大・顧客へのサービスの向上などが挙げられる。また資料
に基づくアメリカの事例(表-1)と日本の事例(表-2)の一部に，デ
メリット(問題点)は挙げられていないが，筆者が調査した日本の事例の
内， 3社(①~①)については直接問題点をピックアップすることができ
た。それによればテレワークの導入によって(1)コミニュケーションの不
足， (2)人事管理(成績評価)の難しさを挙げている。特に問題点として挙
げたアメリカの事例がないので日米の比較はできないが，日本に限って見
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表-2 テレワーク導入による企業のメリットまたは問題点(日本)
実施企業 導(誘入年を月) 導入部門 勤務形態
メリット or 
問 題 点
①富士ゼロックス 1988年 カスタマー・ モバイルワー 知的生産性の向
エンジニア， ク，サテライト 上，決済スピー
人事，総務等 オフィス ドや倍，通勤時
聞の短縮。
①アサヒビール 1996年 営業職 モパイルワーク 顧客との対応時
聞の増加により
収益アップ。
①日本 IBM 1996年 営業部門 モノ〈イノレワー ク 通勤時間の短縮
顧客との対応時
聞の増加。
①富士製薬工業 1992年 営業部門 在宅勤務 コミュニケーシ
ョンの不足。
①内田洋行 志木サテ 企画・営業部 サテライトオフ 業種の選択が重
ライトオ 門 ィス 要人事管理と成
フィスの 績評価，コミコ
実験に参 ニケーションの
加。 不足。
①コクヨ 1997年 営業職，企画， モノくイノレワー 人事管理，成績
総務等 ク，サテライト 評価
オフィス
(注)①~①郵政省 rテレワークがもたらす企業経営の変革JW郵政省広報誌
P&T~ (株)康済堂出版1997年6月号， 22-23頁より作成。
テレワーク推進会議事務局 rテレワークの普及に向けてJW郵政
省広報誌P&T~ (株)庚済堂出版1996年12月号， 19頁より作成。
①~①企業の実態調査による。この3社については，デメリット(問題
点、)に焦点をあてて，調査した。
た場合，このような問題点については日本的経営の特質を垣間見ることが
できるのではないだろうか。
以上の事例から，テレワーク導入の意義は経営学的な視点からみて，情
報通信による人的資源の開発と，その有効な活用にあると結論づけること
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図-4 テレワーク普及促進のための国民運動
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(出典)郵政省・ 11997年のテレワー ク普及施設についてJr郵政省広報誌P&T~
(株)庚済堂出版1997年2月号.18ー 19頁。
が出来る。しかし，このようなテレワークを我が国で導入する場合には幾
多の問題を克服しなければならない。
5. 日本企業におけるテレワーク導入の問題点
5-1.テレワーク導入の推進と「テレワーク DAYJ
特に注目されるのは郵政省が1997年に，毎年5月27日を『テレワーク
DAY~ と設定したということである24L これはテレワークのもつ労働者，
企業，社会に与えるメリットを広く国民に認識してもらい，郵政省及び参
加企業における大規模なテレワーク試行(実施)を行うとともに，その模
様を同日に行われるテレワーク DAYフォーラムの場等を通じて，広く国
民一般に啓蒙しようとするものである。
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ところで，我が国では現在テレワークを活用している人口がどれ位いる
のであろうか。日本サテライトオフィス協会では平成7年に「テレワーク
人口調査委員会」を設置して，我が国で初めて全国レベルでテレワークに
関する実体調査を実施し， I日本のテレワーク人口調査研究報告書」にま
とめて公表した。その平成8年度版によると，まず1996年の日本のテレワー
ク人口(推定)に関して，週に1回以上テレワークを実施しているホワイ
トカラー正社員の数(定形型テレワーク人口)は約68万人で，これは日本
のホワイトカラー正社員の 4%強と推定している。また週1回未満も含む
テレワーク人口(総テレワーク人口)は80.9万人と推定してしる。 2001年
には，定形型テレワーク人口は248.1万人で，総テレワーク人口は295.0万
人に増加するであろうと予測している。
更にテレワーク実施の企業で働いている従業員がテレワーク実施の2大
効果として挙げているのに，第ーに「生産性の向上」が56.1%，第二に「通
勤疲労の解消」が49.1%である。次に今後のテレワーク実施の意向として，
平均63.2%の従業員が意思をもっている。特に技術系の従業員が90%を越
えており，年代別では若年者層ほどその実施意向は高くなっている。
しかしながら企業のテレワーク実施の意向は必ずしも高くはなし、。その
理由として「適した業務がなし、j，I管理が困難j，I評価が困難」などであ
り25)，その一方で勤務時間外での帰宅後や休日に仕事をする“持ち帰り残
業"を会社員の三人に一人が定期的に行っている実態も明らかになっ
た26)。以上のことから，将来もテレワークを推進していくためには「テ
レワーク DAYjによる企業へのアピールはもとより，幾多の問題を克服
.解決してし、かなければならない。
5-2. 日本企業におけるテレワーク導入の課題
以上のようにアメリカで開発され，普及しつつあるテレワークは，現在，
日本でもかなりの企業がこれを導入していることが明らかになった。問題
はアメリカの社会で，ある程度の成功を収めているテレワークが，日本で
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も閉じような導入効果を期待できるかどうかである。アメリカのように何
事にも合理的なものの考え方をする社会では，その成果の測定は割合簡単
である。例えば人事考課にしても，アメリカでは業績主義が徹底している。
ところが日本では，必ずしも業績主義だけで評価しているとは言い難い面
がある。つまり出勤情況，執務態度，上司と部下との関係，同僚との関係
はどうかと言った具合に，人間関係の善し悪しで評価するとL寸要素が非
常に強い。このように両国の企業風土が違う所に，テレワークを導入し，
それを成功に導くためには，アメリカとは違った，別の問題解決が必要と
されることは明らかである。
(J) r働く時間と場所」の感覚
我々日本人の感覚として「働く」ということは，ある一定の場所(職場)
で，ある一定の時間(就業時間)，何かをつくるかサービスを提供するこ
とである。つまり組織の一員として貢献し，その代償として誘因をうけと
る。つまり「特定の場所で一定時間，集団で行動する」とL、う感覚から抜
け出すことは難しL、。アメリカでは個人の業務分担が明確で，一人で仕事
が行い易くテレワークで働く場合，抵抗感がない。しかし日本では全体(集
団)で仕事をするとL、う感覚が強く，このような環境では自己管理が強く
求められる。ここにテレワークに抵抗感を抱く理由がある。
(2 )従業員に求める「仕事」とL寸感覚
企業は従業員に対して，職場で，ある一定時間働くことによって給与を
受け取る。この場合，企業が従業員に求めるものは全身全霊をもって打ち
込んだ労働力の結果生み出された，新たな生産財でありサービスである。
一般に職場で仕事をするとL、う場合はその人の身体のみならず精神面にお
いても，その「人」なりを全て拘束することを意味している。したがって
一定時間，従業員はその働く全てのプロセスを上司の自の届く範囲におい
て監視下におかれるのが原則である。服装，髪形はもとより言葉遣いなど
のすべての行動，しぐさなどがその従業員の業績として評価の対象になる。
したがって，成果主義をとるアメリカとは違って漠然とした業績評価と
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なりがちであり，このような人事管理のもとではテレワークは馴染にくい
システムとなる。
(3 ) テレワークと「組織J感覚
テレワークは従業員に終始，特定の場所での仕事を強制するのではなく，
むしろ従業員本位に場所を設定し，従業員に強い自己管理を期待して，そ
の成果(業績)に注目すのである。したがって，従来型の上下関係の厳し
い堅い階層型組織とは違い，上下関係にとらわれない柔軟な組織である。
上司の直接的，継続的な監視は存在せず，信頼によってその紳は結ぼれる
ことが前提条件となる。なぜならばテレワークは人的資源の活用にその主
眼があるからである。ここに従来型の組織で働くとL、う感覚とテレワーク
で働くとL、う感覚に大きなズレが生じてくる。
( 4) 顧客との「距離感覚」の変化
今まで企業と顧客は生産者と消費者との関係として，マーケティング活
動を通じて接触する場合がほとんどで，ある一定の距離感を有するのが一
般的であった。しかし，企業にテレワークを導入すると企業と顧客の距離
は一段と短くなる。即ちセールスマンはモパイルワーク(携帯移動システ
ム)という勤務形態によって顧客に直に接することになり，したがって顧
客の意向をいつでも伺うことができる。顧客の注文・意見をすぐさま本部
に伝達することによって，それを生産・脹売に活かすことが可能となり，
顧客満足を一層高めることが可能である。この場合には，従業員は上司の
為に働くのではなく，顧客のために働くという感覚が従業員・管理者双方
に求められる。
このような環境の中で，テレワークは日本でも先駆的に実験を積み上げ，
ある程度の成果を得てはし、るが，現実にはアメリカほど実績は上がってい
ない。具体的には労働基準法の問題，勤務評定の問題，従業員聞のコミュ
ニケーションの問題などがあり，実験が開始されて早10年を経過するが，
いずれの時も問題点として上がるのは，ほぼこのような問題に帰着する。
このようにテレワークの導入に際しでも，我が国独特の経営様式によって
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他国には見られない問題が起こってくると考えられる。
以上のように，日本では雇用システムなどが阻害要因となってテレワー
クは必ずしも進んでいるとは言い難し、。そこでまず，このような課題を少
しでも克服していくために，行政官庁の初の試として，郵政省では平成9
年10月から同省職員(特別会計部門)を対象に自宅や近所のオフィスを活
用したテレワーク制度を導入することになった。その対象となるのは本省
と関東郵便局の職員である。第一弾としては二人が週に数回の在宅勤務と
して，また約30人が自宅近くの民間オフィスを借り上げたサテライトオフ
ィスの勤務となる。人員も徐々に増やす予定である。いずれも本省や郵便
局と勤務地とを容量の大きい通信回線で結び，従来の職場と同じように業
務を進める叫
6.おわりに
我が国にテレワークを導入し，それを積極的に企業に浸透させていくた
めには，今までの「企業」というイメージと，そこで「働く」ということ
のイメージを根本的に変革する必要がある。いわゆる日本的経営と称され
た，菓議制，終身雇用制，年功序列制など(これらの源流となっている集
団主義等)の伝統的なシステムを新に見直し，従業員の業績評価とは何か
ということを改めて検討しなければならない。この場合，個人主義を主体
とした従業員の自己管理を徹底し，能力主義・成果主義で評価するシステ
ムを完成することによって，その成果を上げ得ることができる。このよう
な観点、から考えると，我が国において，テレワークを推進するためには，
郵政省などの国や地方公共団体の一層の支援は勿論のこと，企業における
従来型の雇用形態の見直しなどといった，新たな変革を必要とする。また，
全国的な規模に立った情報通信のインフラの整備・拡充，更には雇用契約
に係る各種法令の整備が求められる。
更にこのようなテレワークが我が国の企業に適しているかどうかという
ことは，企業の種類・規模，その業種により異なっている。またテレワー
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クを何のために導入するかという目的意識をはっきりと持っていないと，
ただ開業種の企業が導入するからといって，それに「横並び式]の推進で
は成功に導くことは難しし、。つまり集団主義を基調としている我が国の社
会には馴染みにくいシステムなのである。したがって，改めて確認してお
かなければならないことは，テレワーク導入の意義はあくまでも「人的資
源の有効な活用」にあるという点を忘れてはならない。
以上，テレワークを企業に導入した場合の問題点として，その焦点を人
的資源の活用に限って検討してきた。しかし冒頭で、も述べたように，テレ
ワークは社会一般のメリットとして，災害時での危機管理や，更に地域社
会の活性化を図るために，今後より大きな役割を担うものと考えられる。
したがって，これらについては筆者にとって今後の大きな研究課題となる
ことは言うまでもない。
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〔注〕
(1) 西門正巳・下崎千代子・岡本英嗣他『新しい企業の経営課題』白桃書房， 1996 
年， 233-237頁を参照されたい。
(2) カリフォルユア州運輸局の中で，テレコミューティング (te1ecommuting)と
いう用語を使うべきか，テレワークとL、う用語にすべきか議論があったが，現在
では労働という観点から「テレワーク」を用いるべきだとしている。((的日本サ
テライトオフィス協会「米国のテレワーク普及で公的機関が果たした役割に関す
る視察調査報告書J1997年13頁より。)
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(3) 大気汚染やエネルギーの節約といった環境問題に関連する立法化が図られた。
例として1991年10月成立の「カリフォノレニア州テレコミューティング法」や1992
年成立の「フロリダ州従業員テレコミューティング法」などがある。
(4) 日本サテライトオフィス協会のHomepageURL http://egg.tokyoweb.or必/soa-
jhome/index.htm r海外のテレワーク事情」を検索しそれを参考とする。
(5) 一級の身体障害者が地域開発関連会社に在宅勤務している。勤務時間は午前9
時半から午後6時半まで，仕事の内容はホームベージの製作で自宅のパソコンで
製作している。(日本経済新聞 1997年8月2日の記事による)
(6) 電話を発明したグラハム・ベノレの設立したアメリカ電話電信会社で，アメリカ
電気通信事業の中心的存在である。また職員数は約30万人強の世界最大の電話会
社である。
(7) Internationa1 Business Machines Corp.データ処理機器・システムでは世界最
大の会社で，従業員数は22万人。
(8) Hew Lett-Packard Co.コンビュータ製品の大手メーカーで従業員数10万人。
(9) The Chase Manhattan Corp.全米第一位の銀行持ち株会社で従業員数6万8千
人。
(10) 3 Com Corp.高速ネットワーク向けに，広範囲な製品を製造しており，従業員
数は4千7百人。
(l) ISDNはintegratedservice & digita1 networkの略字で，デジタル技術を使っ
て，これまでバラバラに構築されてきた電話，データ一通信，ファクシミリーな
どのサービスを一つのネットワークで総合的に提供するサービスのことで，総合
デジタノレ通信網とよばれる。
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1) Alvin Toffler， The Third Wave， W. Morrow & Co.， 1980年.徳山二郎監修，鈴
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2 )経済企画庁編『平成8年版国民生活白書』大蔵省印刷局 1996年， 217-218頁。
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区別:1992-1994年Jより。
4 )テレワーク推進会議事務局 rテレワークの普及に向けてJW郵政省広報誌 P
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